
議案第 55 号資料 

逗子市国民健康保険条例の一部を改正する条例 改正概要 

 

  平成 30年度から、国民健康保険料の応能・応益割合を変更するとともに、保険料軽減

割合を変更するに当たり、次のとおり改正を行う。 

 

１ 応能・応益割合を現行の 65：35から 55：45へ変更する。 

 改正条文  第 12条、第 12条の５の５及び第 12条の９第１号の所得割の割合を 100分

の 65 から 100 分の 55 に、同様に第２号の被保険者均等割の割合を 100 分の

25 から 100 分の 30 に、第３号の世帯別平等割の割合を 100 分の 10 から 100

分の 15に改正 

 

２ 保険料軽減割合を現行の６割・４割軽減から７割・５割・２割軽減へ変更する。 

 改正条文  第 16条の２に規定する軽減割合を 10分の６から 10分の７に、10分の４か

ら 10分の５に改正し、第３号を追加 
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逗子市国民健康保険条例（昭和34年逗子市条例第13条）新旧対照表 

現行 改正案 備考 

(一般被保険者に係る基礎賦課額の保険料率) (一般被保険者に係る基礎賦課額の保険料率)  

第12条 一般被保険者に係る基礎賦課額の保険料率は、次のとお

りとする。 

第12条 一般被保険者に係る基礎賦課額の保険料率は、次のとお

りとする。 

 

(１) 所得割 基礎賦課総額の100分の65に相当する額を基礎控除

後の総所得金額等(施行令第29条の７第２項第４号ただし書に規定

する場合にあっては、国民健康保険法施行規則(昭和33年厚生省令

第53号。以下「施行規則」という。)第32条の９に規定する方法に

より補正された後の金額とする。)の総額で除して得た数 

(１) 所得割 基礎賦課総額の100分の55に相当する額を基礎控除

後の総所得金額等(施行令第29条の７第２項第４号ただし書に規定

する場合にあっては、国民健康保険法施行規則(昭和33年厚生省令

第53号。以下「施行規則」という。)第32条の９に規定する方法に

より補正された後の金額とする。)の総額で除して得た数 

応能・応益

割合の変更 

(２) 被保険者均等割 基礎賦課総額の100分の25に相当する額を

当該年度の初日における一般被保険者の数で除して得た額 

(２) 被保険者均等割 基礎賦課総額の100分の30に相当する額を

当該年度の初日における一般被保険者の数で除して得た額 

応能・応益

割合の変更 

(３) 世帯別平等割 アからウまでに掲げる世帯の区分に応じ、そ

れぞれアからウまでに定めるところにより算定した額 

(３) 世帯別平等割 アからウまでに掲げる世帯の区分に応じ、そ

れぞれアからウまでに定めるところにより算定した額 

 

ア イ又はウに掲げる世帯以外の世帯 基礎賦課総額の100分の10

に相当する額を当該年度の初日における一般被保険者が属する

世帯の数から特定同一世帯所属者(法第６条第８号に該当したこ

とにより被保険者の資格を喪失した者であって、当該資格を喪失

した日の前日以後継続して同一の世帯に属するものをいう。以下

同じ。)と同一の世帯に属する一般被保険者が属する世帯であっ

て同日の属する月(以下「特定月」という。)以後５年を経過する

ア イ又はウに掲げる世帯以外の世帯 基礎賦課総額の100分の15

に相当する額を当該年度の初日における一般被保険者が属する

世帯の数から特定同一世帯所属者(法第６条第８号に該当したこ

とにより被保険者の資格を喪失した者であって、当該資格を喪失

した日の前日以後継続して同一の世帯に属するものをいう。以下

同じ。)と同一の世帯に属する一般被保険者が属する世帯であっ

て同日の属する月(以下「特定月」という。)以後５年を経過する

応能・応益

割合の変更 
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月までの間にあるもの(当該世帯に他の被保険者がいない場合に

限る。以下「特定世帯」という。)の数に２分の１を乗じて得た

数と特定同一世帯所属者と同一の世帯に属する一般被保険者が

属する世帯であって特定月以後５年を経過する月の翌月から特

定月以後８年を経過する月までの間にあるもの(当該世帯に他の

被保険者がいない場合に限る。以下「特定継続世帯」という。)

の数に４分の１を乗じて得た数の合計数を控除した数で除して

得た額 

月までの間にあるもの(当該世帯に他の被保険者がいない場合に

限る。以下「特定世帯」という。)の数に２分の１を乗じて得た

数と特定同一世帯所属者と同一の世帯に属する一般被保険者が

属する世帯であって特定月以後５年を経過する月の翌月から特

定月以後８年を経過する月までの間にあるもの(当該世帯に他の

被保険者がいない場合に限る。以下「特定継続世帯」という。)

の数に４分の１を乗じて得た数の合計数を控除した数で除して

得た額 

イ・ウ (略) イ・ウ (略)  

(一般被保険者に係る後期高齢者支援金等賦課額の保険料率) 

第12条の５の５ 一般被保険者に係る後期高齢者支援金等賦課

額の保険料率は、次のとおりとする。 

(１) 所得割 後期高齢者支援金等賦課総額の100分の65に相当

する額を一般被保険者に係る基礎控除後の総所得金額等(施行令

第29条の７第３項第４号ただし書に規定する場合にあっては、施

行規則第32条の９の２に規定する方法により補正された後の金

額とする。)の総額で除して得た数 

(２) 被保険者均等割 後期高齢者支援金等賦課総額の100分の

25に相当する額を当該年度の初日における一般被保険者の数で

除して得た額 

(３) 世帯別平等割 アからウまでに掲げる世帯の区分に応じ、

それぞれアからウまでに定めるところにより算定した額 

ア イ又はウに掲げる世帯以外の世帯 後期高齢者支援金等賦

(一般被保険者に係る後期高齢者支援金等賦課額の保険料率) 

第 12 条の５の５ 一般被保険者に係る後期高齢者支援金等賦課額

の保険料率は、次のとおりとする。 

(１) 所得割 後期高齢者支援金等賦課総額の 100分の 55 に相当

する額を一般被保険者に係る基礎控除後の総所得金額等(施行令第

29 条の７第３項第４号ただし書に規定する場合にあっては、施行規

則第 32条の９の２に規定する方法により補正された後の金額とす

る。)の総額で除して得た数 

(２)  被保険者均等割 後期高齢者支援金等賦課総額の 100 分の

30 に相当する額を当該年度の初日における一般被保険者の数で除

して得た額 

(３) 世帯別平等割 アからウまでに掲げる世帯の区分に応じ、 

それぞれアからウまでに定めるところにより算定した額 

ア イ又はウに掲げる世帯以外の世帯 後期高齢者支援金等賦 

 

 

 

 

応能・応益

割合の変更 

 

 

 

 

 

応能・応益

割合の変更 

 

 

応能・応益

割合の変更 
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課総額の100分の10に相当する額を当該年度の初日における一般

被保険者が属する世帯の数から特定世帯の数に２分の１を乗じ

て得た数と特定継続世帯の数に４分の１を乗じて得た数の合計

数を控除した数で除して得た額 

イ・ウ （略) 

２・３ （略） 

課総額の 100分の 15に相当する額を当該年度の初日における一般

被保険者が属する世帯の数から特定世帯の数に２分の１を乗じて

得た数と特定継続世帯の数に４分の１を乗じて得た数の合計数を

控除した数で除して得た額 

イ・ウ （略) 

２・３ （略） 

 

 

 

 

 

 

(介護納付金賦課額の保険料率) (介護納付金賦課額の保険料率)  

第12条の９ 介護納付金賦課被保険者に係る介護納付金賦課額

の保険料率は、次のとおりとする。 

第12条の９ 介護納付金賦課被保険者に係る介護納付金賦課額

の保険料率は、次のとおりとする。 

 

(１) 所得割 介護納付金賦課総額の100分の65に相当する額を

介護納付金賦課被保険者に係る基礎控除後の総所得金額等(施

行令第29条の７第４項第４号ただし書に規定する場合にあっ

ては、施行規則第32条の10に規定する方法により補正された後

の金額とする。)の総額で除して得た数 

(１) 所得割 介護納付金賦課総額の100分の55に相当する額を

介護納付金賦課被保険者に係る基礎控除後の総所得金額等(施

行令第29条の７第４項第４号ただし書に規定する場合にあっ

ては、施行規則第32条の10に規定する方法により補正された後

の金額とする。)の総額で除して得た数 

応能・応益

割合の変更 

 

(２) 被保険者均等割 介護納付金賦課総額の 100分の 25 に相

当する額を当該年度の初日における介護納付金賦課被保険者

の数で除して得た額 

(２)  被保険者均等割 介護納付金賦課総額の100分の30に相

当する額を当該年度の初日における介護納付金賦課被保険者

の数で除して得た額 

応能・応益

割合の変更 

 

(３) 世帯別平等割 介護納付金賦課総額の100分の10に相当

する額を当該年度の初日における介護納付金賦課被保険者

の属する世帯の数で除して得た額 

(３) 世帯別平等割 介護納付金賦課総額の100分の15に相当

する額を当該年度の初日における介護納付金賦課被保険者

の属する世帯の数で除して得た額 

応能・応益

割合の変更 

 

２・３ （略） ２・３ （略）  

(保険料の減額) (保険料の減額)  
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第16条の２ 次の各号に該当する納付義務者に対して課する保

険料の賦課額のうち基礎賦課額は、第９条又は第12条の２の基礎

賦課額から、それぞれ当該各号に定める額を減額して得た額とす

る。 

第16条の２ 次の各号に該当する納付義務者に対して課する保

険料の賦課額のうち基礎賦課額は、第９条又は第12条の２の基礎

賦課額から、それぞれ当該各号に定める額を減額して得た額とす

る。 

 

(１) 世帯主、当該年度の保険料賦課期日(賦課期日後に保険料の

納付義務が発生した場合にはその発生した日とする。)現在にお

いてその世帯に属する被保険者及び特定同一世帯所属者につき

算定した地方税法第314条の2第1項に規定する総所得金額(青色

専従者給与額又は事業専従者控除額については、同法第313条第3

項、第4項又は第5項の規定を適用せず、所得税法(昭和40年法律

第33号)第57条第1項、第3項又は第4項の規定の例によらないもの

とし、山林所得金額並びに他の所得と区分して計算される所得の

金額(地方税法附則第33条の2第5項に規定する上場株式等に係る

配当所得等の金額(同法附則第35条の2の6第11項又は第15項の規

定の適用がある場合には、その適用後の金額)、同法附則第33条

の3第5項に規定する土地等に係る事業所得等の金額、同法附則第

34条第4項に規定する長期譲渡所得の金額、同法附則第35条第5

項に規定する短期譲渡所得の金額、同法附則第35条の2第5項に規

定する一般株式等に係る譲渡所得等の金額(同法附則第35条の3

第15項の規定の適用がある場合には、その適用後の金額)、同法

附則第35条の2の2第5項に規定する上場株式等に係る譲渡所得等

の金額(同法附則第35条の2の6第15項又は第35条の3第13項若し

くは第15項の規定の適用がある場合には、その適用後の金額)、

(１) 世帯主、当該年度の保険料賦課期日(賦課期日後に保険料の

納付義務が発生した場合にはその発生した日とする。)現在にお

いてその世帯に属する被保険者及び特定同一世帯所属者につき

算定した地方税法第314条の2第1項に規定する総所得金額(青色

専従者給与額又は事業専従者控除額については、同法第313条第3

項、第4項又は第5項の規定を適用せず、所得税法(昭和40年法律

第33号)第57条第1項、第3項又は第4項の規定の例によらないもの

とし、山林所得金額並びに他の所得と区分して計算される所得の

金額(地方税法附則第33条の2第5項に規定する上場株式等に係る

配当所得等の金額(同法附則第35条の2の6第11項又は第15項の規

定の適用がある場合には、その適用後の金額)、同法附則第33条

の3第5項に規定する土地等に係る事業所得等の金額、同法附則第

34条第4項に規定する長期譲渡所得の金額、同法附則第35条第5 

項に規定する短期譲渡所得の金額、同法附則第35条の2第5項に規

定する一般株式等に係る譲渡所得等の金額(同法附則第35条の3

第15項の規定の適用がある場合には、その適用後の金額)、同法

附則第35条の2の2第5項に規定する上場株式等に係る譲渡所得等

の金額(同法附則第35条の2の6第15項又は第35条の3第13項若し

くは第15項の規定の適用がある場合には、その適用後の金額)、
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同法附則第35条の4第4項に規定する先物取引に係る雑所得等の

金額(同法附則第35条の4の2第7項の規定の適用がある場合には、

その適用後の金額)、外国居住者等の所得に対する相互主義によ

る所得税等の非課税等に関する法律第8条第2項に規定する特例

適用利子等の額、同法第8条第4項に規定する特例適用配当等の

額、租税条約実施特例法第3条の2の2第10項に規定する条約適用

利子等の額及び同条第12項に規定する条約適用配当等の額をい

う。以下この項において同じ。)の算定についても同様とする。

以下同じ。)及び山林所得金額並びに他の所得と区分して計算さ

れる所得の金額の合算額が、地方税法第314条の2第2項に掲げる

金額を超えない世帯に係る保険料の納付義務者 アに掲げる額

に、当該世帯に属する被保険者のうち当該年度分の基礎賦課額の

被保険者均等割額の算定の対象とされるものの数を乗じて得た

額とイに掲げる額とを合算した額 

同法附則第35条の4第4項に規定する先物取引に係る雑所得等の

金額(同法附則第35条の4の2第7項の規定の適用がある場合には、

その適用後の金額)、外国居住者等の所得に対する相互主義によ

る所得税等の非課税等に関する法律第8条第2項に規定する特例

適用利子等の額、同法第8条第4項に規定する特例適用配当等の

額、租税条約実施特例法第3条の2の2第10項に規定する条約適用

利子等の額及び同条第12項に規定する条約適用配当等の額をい

う。以下この項において同じ。)の算定についても同様とする。

以下同じ。)及び山林所得金額並びに他の所得と区分して計算さ

れる所得の金額の合算額が、地方税法第314条の2第2項に掲げる

金額を超えない世帯に係る保険料の納付義務者 アに掲げる額

に、当該世帯に属する被保険者のうち当該年度分の基礎賦課額の

被保険者均等割額の算定の対象とされるものの数を乗じて得た

額とイに掲げる額とを合算した額 

ア 当該年度分の基礎賦課額の被保険者均等割の保険料率に10

分の６を乗じて得た額 

ア 当該年度分の基礎賦課額の被保険者均等割の保険料率に10

分の７を乗じて得た額 

軽減割合

の変更 

イ 当該年度分の基礎賦課額の世帯別平等割の保険料率に10分

の６を乗じて得た額 

イ 当該年度分の基礎賦課額の世帯別平等割の保険料率に10分

の７を乗じて得た額 

軽減割合

の変更 

(２) 前号に規定する総所得金額及び山林所得金額並びに他の

所得と区分して計算される所得の金額の合算額が地方税法第3

14条の２第２項に掲げる金額に、施行令第29条の７第５項第３

号ロに規定する乗じる額に当該年度の保険料賦課期日(賦課期

(２) 前号に規定する総所得金額及び山林所得金額並びに他の

所得と区分して計算される所得の金額の合算額が地方税法第3

14条の２第２項に掲げる金額に、施行令第29条の７第５項第３

号ロに規定する乗じる額に当該年度の保険料賦課期日(賦課期
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日後に保険料の納付義務が発生した場合にはその発生した日

とする。)現在において当該世帯に属する被保険者の数と特定

同一世帯所属者の数の合計数を乗じて得た額を加算した金額

を超えない世帯に係る保険料の納付義務者であって前号に該

当する者以外の者 アに掲げる額に、当該世帯に属する被保険

者のうち当該年度分の基礎賦課額の被保険者均等割額の算定

の対象とされるものの数を乗じて得た額とイに掲げる額とを

合算した額 

日後に保険料の納付義務が発生した場合にはその発生した日

とする。)現在において当該世帯に属する被保険者の数と特定

同一世帯所属者の数の合計数を乗じて得た額を加算した金額

を超えない世帯に係る保険料の納付義務者であって前号に該

当する者以外の者 アに掲げる額に、当該世帯に属する被保険

者のうち当該年度分の基礎賦課額の被保険者均等割額の算定

の対象とされるものの数を乗じて得た額とイに掲げる額とを

合算した額 

ア 当該年度分の基礎賦課額の被保険者均等割の保険料率に10

分の４を乗じて得た額 

ア 当該年度分の基礎賦課額の被保険者均等割の保険料率に10分

の５を乗じて得た額 

軽減割合の

変更 

イ 当該年度分の基礎賦課額の世帯別平等割の保険料率に10分

の４を乗じて得た額 

イ 当該年度分の基礎賦課額の世帯別平等割の保険料率に10分

の５を乗じて得た額 

軽減割合

の変更 

 (３)  第１号に規定する総所得金額及び山林所得金額並びに

他の所得と区分して計算される所得の金額の合算額が地方税

法第314条の２第２項に掲げる金額に、施行令第29条の７第５

項第３号ハに規定する乗じる額に当該年度の保険料賦課期日

(賦課期日後に保険料の納付義務が発生した場合にはその発生

した日とする。)現在において当該世帯に属する被保険者の数

と特定同一世帯所属者の数の合計数を乗じて得た額を加算し

た金額を超えない世帯に係る保険料の納付義務者であって前

２号に該当する者以外の者 アに掲げる額に、当該世帯に属す

る被保険者のうち当該年度分の基礎賦課額の被保険者均等割

軽減割合の

変更 
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 7/7 条例改正 

額の算定の対象とされるものの数を乗じて得た額とイに掲げ

る額とを合算した額 

ア 当該年度分の基礎賦課額の被保険者均等割の保険料率に1

0分の２を乗じて得た額 

イ 当該年度分の基礎賦課額の世帯別平等割の保険料率に10分の

２を乗じて得た額 

２～４ （略） ２～４ （略）  

 附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成30年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の逗子市国民健康保険条例の規定

は、平成30年年度分の保険料から適用し、平成29年度分まで

の保険料については、なお従前の例による。 
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被保険者数及び医療費の推移 (年度別) 議案第55号資料

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
平成29年度

（見込）

全体 15,892 15,618 15,267 14,634 14,500

前期

高齢者
6,760 6,876 6,745 6,462 6,500

その他 9,132 8,742 8,522 8,172 8,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

人
数

（
人

）

年度末一般被保険者数

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
平成29年度

（見込）

全体 3,904,553,563 3,930,590,977 4,011,331,682 3,916,061,832 3,911,092,000

前期高齢者 2,590,348,467 2,707,691,274 2,738,056,525 2,607,992,493 2,659,542,560

その他 1,314,205,096 1,222,899,703 1,273,275,157 1,308,069,339 1,251,549,440

1,000,000

1,500,000

2,000,000

2,500,000

3,000,000

3,500,000

4,000,000

4,500,000

保
険

者
負

担
額

（
千

円
）

（単位 円）

年度別一般被保険者医療費
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平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
平成29年度

(当初予算額)

保険基盤安定繰入金 82358641 87991496 112207446 156229063 159986210 159900000

職員給与費等繰入金 95265000 96674000 90784000 96322000 95538000 103932000

出産育児一時金等繰入金 17737804 21544562 20031746 16258283 11992026 21000000

財政安定化支援事業繰入金 23992313 22801303 22676124 15928048 15663920 15664000

その他一般会計繰入金(法定外繰入) 526517000 627949000 446717000 369254000 374095000 384764000

一般会計繰入金合計 745870758 856960361 692416316 653991394 657275156 685260000

0

100000000

200000000

300000000

400000000

500000000

600000000

700000000

800000000

900000000

一般会計繰入金の推移単位：円
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（平成28年度決算ベース）

保険者名
一世帯当り
保険料(円)

一人当り
保険料(円)

現年度調定額(円)
平均

世帯数
平均

被保険者数
１世帯当たり
所得額(円)

横浜市 157,559 101,242 82,374,759,124 522,819 813,645 935,404

川崎市 168,930 108,933 33,375,539,680 197,570 306,386 993,744

横須賀市 147,693 92,267 10,067,065,603 68,162 109,108 679,698

平塚市 158,286 95,831 6,520,605,800 41,195 68,043 745,877

鎌倉市 161,381 101,875 4,450,409,563 27,577 43,685 1,072,358

藤沢市 174,962 106,977 10,504,539,970 60,039 98,194 957,893

小田原市 166,566 102,489 5,023,787,900 30,161 49,018 731,932

茅ケ崎市 171,173 103,331 6,015,203,760 35,141 58,213 878,660

逗子市 155,388 97,303 1,497,005,200 9,634 15,385 1,026,715

相模原市 153,330 94,748 17,785,521,600 115,995 187,714 789,993

三浦市 194,394 108,932 1,710,665,100 8,800 15,704 799,274

秦野市 145,807 88,056 3,922,795,297 26,904 44,549 780,496

厚木市 170,937 102,416 6,144,846,500 35,948 59,999 845,000

大和市 155,509 96,653 5,760,816,200 37,045 59,603 860,327

伊勢原市 162,560 98,047 2,418,726,300 14,879 24,669 813,522

海老名市 151,143 91,390 2,945,779,400 19,490 32,233 878,984

座間市 139,621 86,813 2,948,088,400 21,115 33,959 785,358

南足柄市 176,907 107,898 1,119,114,500 6,326 10,372 721,495

綾瀬市 150,881 87,952 2,121,231,395 14,059 24,118 793,265

葉山町 174,019 101,571 941,967,384 5,413 9,274 1,065,777

寒川町 197,728 117,019 1,470,110,750 7,435 12,563 769,753

大磯町 169,609 101,884 933,356,700 5,503 9,161 923,026

二宮町 156,119 95,480 730,326,600 4,678 7,649 792,995

中井町 164,991 94,085 272,564,900 1,652 2,897 770,101

大井町 169,982 98,521 439,404,700 2,585 4,460 736,597

松田町 152,325 93,919 281,192,500 1,846 2,994 751,652

山北町 173,981 105,094 326,736,400 1,878 3,109 729,457

開成町 176,213 104,782 390,311,300 2,215 3,725 814,098

箱根町 157,366 104,896 374,058,130 2,377 3,566 745,027

真鶴町 183,239 111,818 288,601,100 1,575 2,581 770,315

湯河原町 199,298 123,629 1,027,977,157 5,158 8,315 702,884

愛川町 158,817 91,093 1,178,740,397 7,422 12,940 796,453

清川村 184,469 107,510 102,564,656 556 954 767,484

市計 159,883 100,607 206,706,501,292 1,292,859 2,054,597 925,552

町村合計 174,138 104,028 8,757,912,674 50,293 84,188 815,377

市町村計 160,417 100,742 215,464,413,966 1,343,152 2,138,785 921,250

注１　市部、低い順

注２　「１世帯当たり所得額」は平成29年１月31日現在の状況。

 国民健康保険の一世帯当り保険料及び一人当り保険料

①

②

③

⑦

①

②

③

⑨
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【現年度】
国民健康保険料年度別徴収実績

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

調定額 1,439,964,300 1,411,211,000 1,422,860,000 1,623,745,800 1,553,600,300

収入済額 1,355,480,300 1,319,823,600 1,334,834,100 1,520,392,600 1,445,078,000

収納率 94.1% 93.5% 93.8% 93.6% 93.0%

92.4%

92.6%

92.8%

93.0%

93.2%

93.4%

93.6%

93.8%

94.0%

94.2%

94.4%
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所得階層
（基準総所得金額） 世帯数 割合％

未申告 697 7.7%
所得ゼロ 2,899 32.2%
所得100万未満 2,094 23.3%
所得200万未満 1,549 17.2%
所得300万未満 734 8.2%
所得400万未満 382 4.2%
所得500万未満 198 2.2%
所得600万未満 108 1.2%
所得700万未満 75 0.8%
所得800万未満 55 0.6%
所得900万未満 37 0.4%
所得1,000万未満 35 0.4%
所得1,000万超 141 1.6%

9,004 100.0%

（平成29年10月）

国民健康保険
所得階層別世帯数
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医療費適正化関係事業一覧 

☆は 29 年度新規事業  

 

 

重症化予防事業（ハイリスク者への受診勧奨）  

 特定健診の結果、メタボ該当の有無によらず、また内服の有無によらず、有所見者へ

の受診勧奨、モニタリングを実施。過年度からのデータの移行をグラフにするなどし、

本人に説明。☆29 年度より、腎不全対策の項目を追加。通知・電話・面接・訪問など。 

 

☆糖尿病プチ講座（年度４日、各日２回開催 合計８回開催予定） 

場所：未病センターずし市役所 

講師：保健師・管理栄養士 

対象者：18 歳以上の逗子市民で血糖値が高めの方、HbA1c（または FBS）が高めの方、家族

に糖尿病の方がいらっしゃる方、糖尿病にならないようにしたい方など ※Ⅰ型糖

尿病の方は除く 

実施内容：①運動等について 約 20 分 ②食事について 約 20 分 ③質疑応答 約５分 

 

☆未病センターでの啓発 

疾患の好発時期、生活習慣を意識したクイズの掲示、掲示、展示、資料配布などを実施 

例 ４～５月  メンタルヘルス、糖尿病クイズ、歯科クイズ 

６月中旬～ アルコール・スポーツ飲料類・熱中症 

７月中旬～ アイス・ドリンク類 

７月下旬～ 脳梗塞 

８月下旬～ 子どもの体調管理（９月からの不登校増加、9月１日が 18 歳未満の自殺者が最多である） 

８月下旬～ 三角巾の間違い探し・鼻血の止血法（救急の日（９/１）・防災月間（９月）） 

９月上旬～ がん予防５箇条 

９月中旬～ 血圧を上げないお風呂の入り方 

10 月上旬～ 身長低下の理由（世界骨粗しょう症デー（10/20））  

  10 月下旬～ 血圧を上げない夜中・明け方のトイレの入り方 

11 月～   口臭について（いい歯の日（11/8）） 

11 月中旬  血糖値を上げない麺類の食べ方について（世界糖尿病デー（11/14）） 

 

☆ME-BYO 改善プログラム ヘルシーウォッチの貸し出し等のプログラム 

県のモデル事業を実施。（実施主体は神奈川県予防医学協会。12～2 月予定。定員 30

名）活動量や睡眠の深さなどを、ヘルシーウォッチを一定期間着用させ状況を分析。食

事記録、血圧記録なども期間中行い、生活改善の具体的なアドバイスを実施。その実施

対象者を特定保健指導対象者（肥満者など）を中心に勧誘。現在 30 名申し込み有り。 

                                               

健康教育・健康相談 

健康に関する知識普及、啓発、予防活動目的で、様々な教室、面接等を開催 

＊お口の健康展(６月)では、糖尿病と歯周病の相互関係を啓発       
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＊集団健診での健康教育 (Ｈ29 は高血圧がテーマ。逗子市は高血圧が起因となる脳血

管疾患、心疾患、腎不全患者が多く、人工透析開始、介護保険の利用開始事例が多い) 

＊集団健診時に、血圧が収縮期 160 以上、拡張期 90 以上の方を別室に呼び、個別指導

を実施（通院中、内服中によらない全員面接）             

☆未病センターでの個別対応                  

＊健康サポート出前講座  

＊健康・栄養相談（予約制）  年度 40 回程度  延 100 人程度 

生活習慣病や食事について心配な人、相談したい人に管理栄養士、保健師が対応。 

４か所で実施(市役所未病センター・保健センター・小坪コミセン・沼間コミセン)  

＊健康相談 開庁日全日 

健康についての全般的な相談を、保健師、看護師、管理栄養士が随時対応 

 

栄養改善教室 ４回中２回、重症化予防の内容で実施  

高血圧、減塩、適正カロリーなどをテーマにした教室を成人向けに開催。 

 

男性の健康料理教室 24 回（６回×４コース） 延 250 人程度 

介護予防事業として、料理経験の少ない 65 歳以上の男性を対象に、調理や栄養に関

する基礎知識の習得、調理実習、試食等の教室を実施。教室の際、血圧の話など、季節

に応じた健康講話を実施中。 

 

がん検診要精検者の追跡調査  ※平成 27 年度分追跡   

がん検診受診率や精検受診率の向上を図るため、がん検診の対象者を適切に把握する。

文書、電話、訪問等で対象者へ連絡し、追跡を行う  

※ がんの医療費は入院外ともに高額である。 

 

関係団体との協力 

重症化予防の取組みと、協力依頼を図る予定（依頼文書）。 
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